
平成 19･03･26 貿局第１号

輸出注意事項１９第１４号

平 成 １ ９ 年 ４ 月 ９ 日

経済産業省貿易経済協力局

うなぎの稚魚の輸出承認について

輸出貿易管理令（昭和２４年政令第３７８号）別表第２の３３の項の中欄に掲げる

うなぎの稚魚の輸出承認については、「輸出貿易管理令の運用について」（昭和６２

年１１月６日付け６２貿局第３２２号・輸出注意事項６２第１１号）によるほか、平

成１９年５月１日から下記により行います。

なお、「うなぎの稚魚の輸出承認について」（平成１８年３月３１日付け平成１８・

０３・２３貿局第２号・輸出注意事項１８第１２号）は、平成１９年４月３０日限り、

廃止します。

記

１．適用地域

適用地域は、全地域とする。

２．適用品目

適用品目は、輸出貿易管理令別表第２の３３の項の中欄に掲げるうなぎの稚魚

とする。この場合の稚魚とは、一尾の体重が１３グラム以下のものをいう。

３．承認期間

承認期間は、毎年５月１日から同年１１月３０日までとする。

４．輸出承認の申請

（１）輸出承認申請書の提出先

輸出承認の申請をしようとする輸出者は、経済産業省貿易経済協力局貿易管

理部農水産室に輸出承認申請書２通を提出するものとする。

（２）申請受付期間

毎年５月１日から同年１１月２４日の午前１０時から午前１１時４５分まで

及び午後１時３０分から３時３０分まで（ただし、行政機関の休日（行政機関

の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項各号に掲げる日）

を除く。）

（３）輸出承認申請の際の添付書類

①輸出契約書又は輸出契約を証するに足る書類のいずれかの写し１通

②申請理由書１通（うなぎの稚魚を確保している池の所在地、所有者、電話番

号も記載すること）

（４）輸出承認申請書の記載要領

輸出承認申請書の「型及び等級」欄には１キログラム当たりの尾数を記載す

るものとする。

５．輸出の承認

輸出の承認は、当該申請が上記４に従って行われたものであることを確認し、

資源保護の状況、国内需要等を勘案して行う。なお、承認に際し水産庁の助言を

求めることがある。

６．輸出承認の有効期間

輸出承認の有効期間は６か月とする。ただし、毎年６月１日から同年１１月３



０日までに行う輸出承認については、同年１１月３０日を有効期限とする。

７．その他の事項

この通達に基づき輸出承認を受けた者は、毎年１２月末日までに別紙様式によ

り輸出実績報告書及び輸出承認証（税関の確認印のあるもの。）の写し１通を経

済産業省貿易経済協力局貿易管理部農水産室に提出しなければならない。当該報

告書及び書類の提出を行わなかったときは、次年度の輸出承認を行わないことが

ある。



（別紙様式）

平成 年度うなぎの稚魚の輸出実績報告書

提出年月日

輸 出 者

住 所

氏 名

（単位：ｋｇ）

月別

pcs/kg

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 計

（輸出数量） ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

～ 500pcs

501～1000

1001～2000

2001～3000

3001～4000

4001～5000

5001～

（注）用紙は、Ａ列４番縦長とする。



（参考）

１８水推第１１４３号

平成１８年１１月１日

経済産業省

貿易経済協力局長 殿

水 産 庁 長 官

うなぎ稚魚に係る輸出承認の取扱いについて

うなぎ稚魚については、資源保護の観点から、漁業法及び水産資源保護法に基づい

て定められた都道府県の漁業調整規則により採捕を禁止とするとともに、増養殖用種

苗の供給及び試験研究のために行う者に限り、期間、漁法や採捕量等を定めて、都府

県知事が特別に採捕を許可（以下「特別採捕許可」という。）しているところである。

こうしたうなぎ資源の保護に関する措置に対応して、現在、１３グラム以下のうな

ぎ稚魚の輸出については、輸出貿易管理令に基づき経済産業大臣の承認に係らしめる

こととされ、貴職が定める輸出注意事項により各年１２月１日から翌年４月３０日ま

での間は、貴職が別に定める場合を除き輸出を承認しない取扱いとなっているところ

である。

近年、うなぎ稚魚の採捕量が減少傾向にあるなど、その資源状態が悪化していると

みられ、特別採捕許可制度によるうなぎ資源の保護の必要性が一層高まっている状況

にある。

都道県知事のうなぎ稚魚の特別採捕許可に関しては、各年１２月１日から翌年４月

３０日までの間に、国内の漁業生産力の発展のための増養殖種苗の供給あるいは国内

における試験研究用に供する場合に限り行われており、これ以外の目的での特別採捕

の許可が行われた実績はなく、今後も想定し得ない状況である。

ついては、貴局におかれては、こうしたうなぎ稚魚の特別採捕許可の制度の趣旨及

び運用を踏まえ、今後、１２月１日から翌年４月３０日までの間うなぎ稚魚の輸出承

認を行わない取扱いとするようお願いする。


